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※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る
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将来目標

100

「実績」
縮小図る

153 183

30 32

70

単位

%

団体

目標値 70

175

H28目標値

140 161

Ｈ 26 Ｈ 27

18,622

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

①所沢市市民活動支援センターへの登録団体の受付・団体の紹介、ミーティングコーナーの貸出し等による活動支援
②市民活動支援講座、登録団体との協働による事業の実施及び地縁型コミュニティとテーマ型コミュニティとの連携に向けた環境整備の促進
③市民活動総合補償制度により、市民の公益的な活動等における事故への補償
④ＮＰＯ、市民活動に関する相談業務
⑤アダプト・プログラム制度の周知・啓発、実績等の集計
⑥市ホームページ・パンフレット等による市民活動に関する情報の提供や事業・制度についての周知・啓発
⑦市民活動支援システム「トコろんWeb」、フェイスブック、季刊誌「市民活動支援センター通信」を通じた情報の発信

基本
方針

10,358

213 227 133

18,580

0

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

2998-9083
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

所沢市市民活動支援センター条例
所沢市市民活動総合補償制度取扱要綱ほか

部課コード 050200 ℡

法定受託＋附加

事業コード
市民活動支援事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

050211

①事務事業名

終了年度 年度

地域づくり推進課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 市民活動支援センター

市民活動支援センター開設事業

■ □ □

年度

343,321

→

事業の種別

市民活動節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 所沢市市民活動推進基本方針

市民による自主的で公益性のある活動を支援、促進するための拠点施設として、平成23年10月1日より、市民活動支援センターを開設し、各種
事業を行っている。

総合計画の体系 章 コミュニティ 市民活動の支援

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

10,599

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

市民、市民活動の実施者、市民活動に関心のある人 平成

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

市民活動支援センターを中心に市民による自主的で公益性のある活動を支援し、促進する。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

343,067

18,807

人） （

1.01人 8,747

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

18,835

一般財源

平成 26 年度

（

28

10,434

（

27 年度平成

8,808

（千円） 年度 （千円）

10,491

10,027 10,060

（千円） 平成

人

事業費合計

正規職員人件費

人）

1.01人

市民活動団体の登録数 市民活動支援センターへの登録団体数

アダプト・プログラムの認定
団体数

アダプト・プログラムの認定団体数

129

団体 26 29

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

121

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

市民活動支援講座等の参
加人数

市民活動支援講座等の参加人数

％ 達成率 77 79

　 項目名 項目説明

成果指標
市民活動支援センターへの
団体登録の割合

継続

市民活動支援システム「トコろんWeb」とフェイスブックを連携し、市民活動に関する情
報の発信を積極的に行っている。また、市民活動支援講座をまちづくりセンターの他に
生涯学習推進センターにおいても開催を予定し、市民活動の普及啓発に努めていく。

70

実 績 54 55

市民活動支援センター登録の市内ＮＰ
Ｏ法人団体数/市内ＮＰＯ法人数

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

地域づくり推進課長　千葉　裕之

終了

次年度予算

評価日 H28.7.20 評価者職氏名

理由
市民活動支援センターの周知を図り、登録団体の増加に努める。
市民活動支援講座を引き続き他施設でも開催し、広い地域の市民へ、市民活
動の普及啓発を行い、また、市民活動団体のスキルアップにつなげる。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由
市民活動支援講座、市民活動支援センターまつり、市民活動見本市の開催に
伴う費用及び、市民活動総合補償制度保険料。

拡大 縮小

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

市民活動見本市等を通じて、市民、行政、民間事業者等の様々な団体とが
協働できる仕組みづくりを推進していく。また、地縁型コミュニティとテーマ型
コミュニティが必要に応じて補完的・複層的に融合、連携できるネットワーク
の形成に努めていく。

市民活動支援講座においては、開催場所を新所沢コミュニティセンターだけではなく、
他施設（山口及び柳瀬まちづくりセンター）とすることで、より広域で市民活動の普及啓
発ができ、また、当事業及び市民活動支援センターへの興味・関心を惹くきっかけと
なった。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

市民活動支援センターの周知や登録への働きかけが更に必要と考えられ
る。西部地域振興センターや社会福祉協議会等の関連機関と連携を図るな
ど、引き続き登録促進に向けて事業を進める必要がある。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


